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床が病床総数の 10％，民間非営利病院の病床が 65％，民間営利病院（個人病院）の病床が 25％
































1995年には人口千人当たり 3.8床で OECD平均の 4.7床より少なかったが，2002年から OECD



















































で医師不足の現象が生じている．韓国の「人口千人当たり臨床医数」は 2013年 2.2人で OECD



































病院で治療を受ければ費用が 2～ 3倍もかかる．2013年，韓国国民は 1当たり年間 14.6回の医


























































































































員会は 2012年 2月「包括払い制発展案」を採択した．これによって 2012年 7月から医院や病院
















































































5）政府は 2013年 7月から 13病院（公共 4，民間 9）が参加する「包括看護サービスモデル事業」を開始
した．この時には包括看護サービスに必要なインフラの構築と看護人材の充員費用を政府が全額支援す
る方式であった．2014年には 28病院（公共 19の病院，民間 9つの病院）の 50病棟に拡大された．
2015年からは実際に健康保険が適用されるモデル事業に転換され，既存の入院料の代わりに優遇された
「包括看護病棟入院料」が適用されている．2015年 8月現在 54病院（公共 17個，民間 37個）の 86病
棟 3,953病床が対象になっている．現在の人員配置基準は，上級総合病院の場合看護師が 7:1，総合病院
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